
議案第１０６号 

 

新座市情報公開条例の一部を改正する条例 

 

新座市情報公開条例（平成１３年新座市条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

次の表中下線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正

後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

⑵ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

⑶ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

  

（公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、 

開示請求に係る公文書に次の各号に掲げる情

報（以下「不開示情報」という。）のいずれ

かが記録されている場合を除き、開示請求者

に対し、当該公文書を開示しなければならな

い。 

⑴ 個人に関する情報（事業を営む個人の当

該事業に関する情報を除く。）であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録 

に記載され、若しくは記録され、又は音声、 

動作その他の方法を用いて表された一切の

事項をいう。次条第２項において同じ。）

により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができることとな

るものを含む。）若しくは個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）

第２条第２項に規定する個人識別符号が含

まれるもの又は特定の個人を識別すること

はできないが、公にすることにより、なお 

個人の権利利益を害するおそれがあるもの。 

ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア～ウ ［略］ 

⑵ 法人その他の団体（国、独立行政法人等、

地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。 

以下「法人等」という。）に関する情報又

は事業を営む個人の当該事業に関する情報

であって、次に掲げるもの。ただし、人の 

生命、健康、生活又は財産を保護するため、 

（公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、 

開示請求に係る公文書に次の各号に掲げる情

報（以下「不開示情報」という。）のいずれ

かが記録されている場合を除き、開示請求者

に対し、当該公文書を開示しなければならな

い。 

⑴ 個人に関する情報（事業を営む個人の当

該事業に関する情報を除く。）であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録 

に記載され、若しくは記録され、又は音声、 

動作その他の方法を用いて表された一切の

事項をいう。次条第２項において同じ。）

により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができることとな

るものを含む。）又は特定の個人を識別す 

ることはできないが、公にすることにより、 

なお個人の権利利益を害するおそれがある

もの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

 

 

 

 ア～ウ ［略］ 

⑵ 法人その他の団体（国、独立行政法人等、 

地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。 

以下「法人等」という。）に関する情報又

は事業を営む個人の当該事業に関する情報

であって、公にすることにより、当該法人

等又は当該個人の権利、競争上の地位その



公にすることが必要であると認められる情

報を除く。 

 

 

ア 公にすることにより、当該法人等又は

当該個人の権利、競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、公にしない

との条件で任意に提供されたものであっ

て、法人等又は個人における通例として

公にしないこととされているものその他

の当該条件を付することが当該情報の性

質、当時の状況等に照らして合理的であ

ると認められるもの 

⑶ ［略］ 

⑷ 市の機関、国、独立行政法人等、他の地

方公共団体又は地方独立行政法人が行う事

務又は事業に関する情報であって、公にす

ることにより、次に掲げるおそれその他当

該事務又は事業の性質上、当該事務又は事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るもの 

ア 国の安全が害されるおそれ、他国若し

くは国際機関との信頼関係が損なわれる

おそれ又は他国若しくは国際機関との交

渉上不利益を被るおそれ 

イ 犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公

共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお

それ 

ウ ［略］ 

エ ［略］ 

オ ［略］ 

カ ［略］ 

キ 独立行政法人等、地方公共団体が経営

する企業又は地方独立行政法人に係る事

業に関し、その企業経営上の正当な利益

を害するおそれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公益上の理由による裁量的開示） 

第９条 実施機関は、開示請求に係る公文書に 

不開示情報が記録されている場合であっても、 

公益上特に必要があると認めるときは、開示

請求者に対し、当該公文書を開示することが

できる。 

他正当な利益を害するおそれがあるもの。

ただし、人の生命、健康、生活又は財産を

保護するため、公にすることが必要である

と認められる情報を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ ［略］ 

⑷ 市の機関、国、独立行政法人等、他の地

方公共団体又は地方独立行政法人が行う事

務又は事業に関する情報であって、公にす

ることにより、次に掲げるおそれその他当

該事務又は事業の性質上、当該事務又は事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るもの 

 

 

 

 

 

 

 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

エ ［略］ 

 

 

 

 

⑸ 公にすることにより、人の生命、健康、

生活又は財産の保護その他公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報 

⑹ 法令等の規定又は国若しくは県の機関か

らの指示（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４５条第１号への指示その他

これに類する行為をいう。）により、公に

することができないとされている情報 

 

（公益上の理由による裁量的開示） 

第９条 実施機関は、開示請求に係る公文書に

不開示情報（第７条第６号に該当する情報を

除く。）が記録されている場合であっても、

公益上特に必要があると認めるときは、開示

請求者に対し、当該公文書を開示することが



 

 

（情報の公表） 

第２１条 実施機関は、次に掲げる事項に関す

る情報で当該実施機関が保有するものを公表

しなければならない。ただし、当該情報の公

表について法令等で別段の定めがあるとき、 

又は当該情報が不開示情報に該当するときは、

この限りでない。 

⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１３８条の４第３項に規定する執行機関

の附属機関又はこれに類するもので実施機

関が定めるもの（以下「附属機関等」とい

う。）の報告書及び議事録並びに当該附属

機関等への提出資料 

⑷ ［略］ 

２ ［略］ 

できる。 

 

（情報の公表） 

第２１条 実施機関は、次に掲げる事項に関す

る情報で当該実施機関が保有するものを公表

しなければならない。ただし、当該情報の公

表について法令等で別段の定めがあるとき、 

又は当該情報が不開示情報に該当するときは、

この限りでない。 

⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 地方自治法第１３８条の４第３項に規定

する執行機関の附属機関又はこれに類する

もので実施機関が定めるもの（以下「附属

機関等」という。）の報告書及び議事録並

びに当該附属機関等への提出資料 

 

⑷ ［略］ 

２ ［略］ 

  

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

   提 案 理 由 

公文書の開示請求に係る不開示情報を改めたいので、この案を提出するもので

ある。 


